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奈良県住生活ビジョンの改定について

○「奈良県住生活基本計画」（法定計画）については、Ｈ２９年３月末に改定済。
○今年度は、県として重点的に進める施策の検討を進め、奈良県住生活ビジョンの改定を行う（H29年1２月頃改定）
○奈良県住生活ビジョンの改定にあたっては、奈良県住生活推進委員会でのご意見をいただきながら検討を進める。

今後のスケジュール奈良県住生活基本計画と奈良県住生活ビジョンの関係

奈良県住生活基本計画

○住生活基本法に基づく住生活に関する基本的な計画

【内容】
○基本的な方針、目標及び施策等を網羅的にとりまとめ
○計画期間は10年間
○県の住生活に関する最上位計画として長期を見据えた方針を検討・記載

奈良県住生活ビジョン

○県独自の計画
○重点的に取り組む施策についてのアクションプラン

【内容】

○重点的に取り組みが必要な課題について、課題解決の方針及び具体的な
施策をとりまとめ

○概ね5年間で実施する施策を重点的に検討・記載
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このうち重点的な課題・施策についてビジョンで策定

住生活基本計画（全国計画）

○政府の定める住生活基本法に基づく住生活に関する基本的な計画

【内容】
○基本的な方針、目標及び施策等を網羅的にとりまとめ
○計画期間は10年間
○全国の住生活に関する法定の計画として基本的な施策等を記載
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住生活基本法により、県は全国計画に即して県計画を定める

（H29.3改定）

（H28.3改定）

（H29.12改定予定）
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現行の奈良県住生活ビジョンと住生活ビジョン（改定案）の関係

【基本理念】
県民が主役

魅力ある風土と豊かな
暮らしを育む
「住まいの奈良」の実現

奈良県住生活ビジョン
奈良県

住生活基本計画

最近5年間の
奈良県における
住生活に関する
状況の変化等

従前計画
（平成24年3月）

改定

改定版計画
（平成29年3月）

重点的な課題・施策についてビジョンで策定

ビジョンの推進により住生活基本計画の理念を実現
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

・奈良県住生活ビジョンは、住まい・まちづくりの基本的な指針である「奈良県住生活基本計画（平成２９年３月）」の基本理念の実現に向け
て、県として５年間で特に重点的に取り組む施策又は今後取り組みを検討していく施策を計画的に推進するためのアクションプランとして
とりまとめるもの

奈良県住生活ビジョン（改定案） 【概要版①】

奈良県住生活ビジョンとは

１．概 要

２．基本方針

「住み続けられるまちをつくる」 「住まいを必要とする人を支える」 「良質な住まいづくりを進める」 の３つとした

（それぞれの基本方針に沿った具体の取り組みについては次ページ参照）

・計画期間は平成29年度～平成33年度の５ヶ年で、概ね５～10年後の将来を展望して設定

施策の進め方

方針１ 住み続けられるまちをつくる

１．市町村と連携してまちをつくる
２．地域の特性にあわせてまちをつくる
３．様々な世代が住みやすいまちをつくる
４．空き家を活かしてまちをつくる

方針２ 住まいを必要とする人を支える

１．円滑に住まいが確保できるよう支援する

２．公営住宅ストックの活用を推進する

方針３ 良質な住まいづくりを進める

１．質の高い住まいを形成する

２．奈良県の気候・風土にあった住宅の普及
を推進する

○御所中心市街地
地区のまちづくり

○南部・東部地域の
定住促進の支援

○市町村の空き家
対策の支援

○郊外住宅地へ
の支援の検討

○近鉄大福駅周辺地区の
まちづくり
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県がリードする奈良県住宅地ビジョンの実現

○居住支援協議会
の活用

住まい
の確保

様々な
世代

まちづくり連携協定によるプロジェクト

市町村
と連携

公営
住宅

市町村等との連携によるプロジェクト

・本ビジョンに記載した施策の実施にあたっては、効果を最大限発揮するため、関係市町村等と連携し、個別施策をパッケージ化してプロ
ジェクトとして効果的に施策を展開する

・「奈良県住生活基本計画（平成２９年３月）」及び社会状況の変化を踏まえ、基本方針を
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１．質の高い住まいを形成する

２．奈良県の気候・風土にあった住宅の
普及を推進する

１．円滑に住まいが確保できるよう支援する

２．公営住宅ストックの活用を推進する

４．空き家を活かしてまちをつくる

１．市町村と連携してまちをつくる

２．地域の特性にあわせてまちをつくる

３．様々な世代が住みやすいまちをつくる

○高齢化の状況など、各地域にあわせたまちづくり
を市町村と連携しながら行い、住み続けられるま
ちをつくるための施策を推進

（１）市町村の住まい・まちづくりの支援

（２）まちづくりにおける「奈良モデル」：まちづくり
連携協定の推進

（１）駅前・中心市街地
（２）歴史的街なみを持つ住宅地
（３）郊外戸建住宅地
（４）中山間地域・過疎地域

（１）良好な住環境の維持

（２）様々な世代を受け入れる環境の整備

１）地域コミュニティ活動の促進

（１）空き家等の有効活用

（２）適切な管理が行われていない空き家への対応

２）住民による住宅地の運営・管理

１）地域交通の確保
２）地域の暮らしに必要な機能の確保

３）公共空間等を活用したまちづくり

具体的な取り組み

方針１ 住み続けられるまちをつくる 方針２ 住まいを必要とする人を支える 方針３ 良質な住まいづくりを進める

○民間賃貸住宅等を活用した居住支援に向けた
連携を進めるとともに、公営住宅を核としたまちづ
くりを推進

○住まいの質の向上に向けた施策や検討を進め
るとともに、県産材の活用を推進

（１）民間賃貸住宅への入居の円滑化の推進
１）民間賃貸住宅の活用及び情報提供の充実
２）高齢者・障害者向けの民間賃貸住宅等の支援
３）居住支援協議会の活用

１）公営住宅の適切な供給と管理
２）子育て世帯等に向けた公的賃貸住宅の供給
３）高齢者・障害者に向けた公的賃貸住宅の供給
４）公営住宅以外の公的賃貸住宅の有効活用

（３）緊急に住まいを必要とする人への支援

（１）公営住宅とまちづくりの連携
１）県と市町が連携した県営住宅の建て替え

３）集会所・空き住戸の活用
２）余剰地の活用

（２）公営住宅ストックの更新
１）公営住宅ストックの有効活用と計画的な供給
２）県営住宅の建て替えの推進
３）木質化の推進

（３）計画的な改修や修繕の実施

（１）住まいの質の向上
１）住宅ストックの耐震化の促進

３）適切なリフォームの推進
２）環境に配慮した住まいの普及

１）長期優良住宅の供給の促進
２）住宅性能表示制度の普及・促進

（３）マンションの適切な維持管理の促進

（１）県産材の活用の促進

（２）奈良県の気候・風土にあった住宅の普及・
促進

（３）地域の住宅産業の活性化の支援

－掲載施策－

・地域空き家対策推進事業
・まちなみ資産と芸術を活用したまちづくり推進事業
・奥大和移住・定住促進事業 など

・県営住宅建替事業（近鉄大福駅周辺地区拠点整備事業）
・地域コミュニティの活動拠点として県営住宅の集会所や空き住
戸の活用 など

－掲載施策－

・スマートハウス普及促進事業
・住宅相談窓口担当者等講習会
・奈良の木住宅利用促進事業 など

－掲載施策－

＜歴史的街なみ＞ ＜郊外住宅地＞

＜十津川村復興住宅内観＞＜十津川村復興住宅＞

【高齢者世帯の型の推移（世帯総数に対する割合）】

資料：住宅・土地統計調査より

奈良県住生活ビジョン（改定案） 【概要版②】

（２）公的賃貸住宅への入居の円滑化の推進
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【耐震性を有する住宅※の割合】

※耐震性を有する住宅：新耐震基準（昭
和56年基準）が求める耐震性を有する
住宅

資料：住宅・土地統計調査より推計

（２）質の高い住まいの普及・促進


